声明　　戦闘終結の覚書署名で米国が仕掛けた国際法違反の無法なイラン戦争が破たん。
万難を排して、一刻も早く最終合意・戦争の恒久的終結を

米国のトランプ大統領とイランのペゼシュキアン大統領が2026年6月17日に戦闘終結の覚書に署名した。その内容は、○米・イランはレバノンを含む全戦線で恒久的な軍事作戦の終結を宣言する。○米・イランは主権・領土の相互尊重と内政不干渉を約束する。○米国は３０日以内に対イラン海上封鎖を終了させ、イラン周辺の部隊を撤収する。○イランは６０日間、ホルムズ海峡の商船の無償・安全航行に向けた措置を講じ、３０日以内に機雷除去を実施する。○イランは核兵器を調達・開発しないことを確認し、濃縮ウランは少なくとも現地で希釈する。最終合意までイランは核計画の現状を維持し、米国は地域での戦力強化を見送る。○最終合意は国連安保理決議で承認する。など14項目である。
[bookmark: _Hlk232889645]19日にはスイスでイランとの最終合意に向けた交渉を開始する予定だった。ところが、親イラン武装組織のヒズボラに対するイスラエルの攻撃が継続していることを理由に、イランがホルムズ海峡の再封鎖を発表し、イランと米国は第1回協議を急遽延期した。
振り返ると、戦闘は2月28日、米国がイランとの核問題をめぐる外交交渉を一方的に切り上げ、米国とイスラエルによるイランへの先制攻撃で始まった。当初は「無条件降伏」を迫ったトランプ大統領であったが、ホルムズ海峡の実質的封鎖などを通じて反撃したイランに対し有効な対策を打てず、4月初旬に一時停戦したが、その後も軍事衝突が相次いだ。米国とイスラエルの攻撃で、イラン国内の死者数は子ども254人を含む3636人（4月19日付ARABNEWSJapan）に及んでいる。
また、原油価格は一時1バレル112ドル超（4月7日）に急騰し、ホルムズ海峡を通航する船舶は平時の1割以下に落ち込むなど、世界経済を大きく混乱させた。世界中で「戦争やめよ」の世論が湧きおこり、米国内でも「NO KINGS（王はいらない）」との声が上がった。トランプ氏の支持率は第二次政権発足後最低水準に落ち込んでいる。こうした世界と米国内での「戦争をやめよ」の声の高まりが、トランプ政権を追い詰め、米国が仕掛けた国際法違反の無法な戦争が破たんした。
19日、イスラエルとヒズボラは、停戦で合意した。そして、21日覚書の署名後初の1回目の協議が、スイスのビュルゲンシュトックで、米国バンス副大統領ら、イラン側はガリバフ国会議長らが、仲介国の首脳らとともに参加し、夜通し続いて22日に終わった。海峡の安全航行のための連絡体制の構築や、レバノンでの衝突回避のための組織設置が決まった。また、高官級の「ハイレベル委員会」が設置され、同委員会が合意したロードマップ（工程表）に基づき、最終合意に向けた実務者レベルの協議が60日間かけて進められることになった。
日本政府が果たすべき役割は、「世界中に平和と繁栄をもたらせるのはドナルドだけだ」（3月19日の日米首脳会談での高市発言）のようにアメリカに付き従うことではない。「全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有する」（日本国憲法前文）との立場に立って、憲法9条を持つ国として、米イラン戦争を一刻も早く終結させる先頭に立った外交を進めることである。
　憲法会議は、戦争の最終的恒久的終結に向け、覚書が誠実に履行され、国連憲章と国際法に基づいて問題が解決されることを強く望み求めるものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　2026年6月23日　　　憲法会議（憲法改悪阻止各界連絡会議）
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